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中国電力株式会社

 
 

島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画の修正について 
 
 

  当社は，原子力災害対策特別措置法に基づき，島根県知事および松江市長と
の協議を経て，「島根原子力発電所  原子力事業者防災業務計画」を修正し，本
日，経済産業大臣に届出いたしました。  
  また，同法に基づきこの計画の修正要旨を別紙のとおり公表いたします。 
 
  当社は，今後とも，島根原子力発電所の安全確保を最優先に取り組むととも
に，原子力防災体制の整備に万全を期してまいります。  
 
【別紙】 

「島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」の修正要旨[PDF:89KB]

以上

 

 
関連リンク 

・ 原子力発電（環境@エネルギー）



別 紙 

 
「島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」の修正要旨 

 
 原子力災害対策特別措置法（平成１１年 法律第１５６号）第７条第１項（注）の規定に基

づき，「島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」を修正しました。 
 修正の要旨は以下のとおりです。 

１．修正の目的 
  平成１９年１月の内閣府告示による指定行政機関の変更等を踏まえ，所要の修正を行

いました。 

２．修正年月日 
  平成１９年８月２８日 

３．修正の主な内容 
（１）内閣府告示による指定行政機関の変更に伴う指定地方行政機関の定義の修正 

（２）当社（本社）組織における危機管理を担当する副社長の配置に伴う緊急時体制発令

の伝達経路（事業本部等）の修正 

以 上 
 
（注）「原子力事業者防災業務計画」は，原子力災害対策特別措置法により，毎年，検討

を加え，必要があると認められる場合は，自治体と協議のうえ修正し，主務大臣に届

出することが義務づけられています。 
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